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（別紙）

宅地建物取引業法施行令第３条（法令上の制限）一覧

○宅地又は建物の貸借の契約以外の契約

・都市計画法

２９条１項、２項（開発行為の許可）

３５条の２第１項（開発許可の変更の許可等）

４１条２項（用途地域の定められていない区域における建築物の敷地、構造及び設備に関

する制限）

４２条１項（開発行為を受けた土地における建築等の制限）

（ ）４３条１項 市街化調整区域のうち開発行為を受けた土地以外の土地における建築の制限

５２条の２第１項（市街地開発事業等予定区域内における建築の制限）

５２条３第２項、４項（市街地開発事業等予定区域内の土地建物等の施行予定者による先

買い等に伴う制限）

５３条１項（都市計画施設等の区域内における建築の許可）

５７条２項、４項（市街地開発事業の予定地区内における都道府県知事による土地の先買

い等に伴う制限）

５８条１項（風致地区内における建築等の制限）

５８条の２第１項、２項（地区計画の区域内における建築等の制限）

６５条１項（都市計画事業の事業地内における建築等の制限）

６７条１項、３項（都市計画事業の事業地内における施行者による土地建物等の先買いに

伴う土地建物等の譲渡の制限）

・建築基準法

３９条２項（災害危険区域内における建築制限）

４３条（敷地等の道路等に接する長さ等の制限）

４３条の２（敷地が４ｍ未満の道路にのみ接する建築物に対する制限の付加）

４４条１項（道路内の建築制限）

４５条１項（私道の変更又は廃止の制限）

４７条（壁面線による建築制限）

４８条１項から１３項まで（用途地域内の建築物及び工作物の種類の制限）

４９条（特別用途地区内における建築物及び工作物の種類の制限）

４９条の２（特定用途制限地域内における建築物の制限）

５０条（用途地域等における建築物及び工作物の敷地、構造又は建築設備に関する制限）

５２条１項から１４項まで（容積率制限）

５３条１項から６項まで（建ぺい率制限）

５３条の２第１項から３項まで（最低敷地面積規模制限）

５４条（第１種低層住専地域又は第２種低層住専地域地域内における外壁の後退距離の制

限）

５５条１項から３項まで（ 〃 建築物の高さの制限）

５６条（建築物の各部分の高さの制限）

５６条の２（日影による中高層建築物の高さの制限）

５７条の２第３項（高層住宅誘導地区内における建築物の高さの制限）
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５７条の４（特例容積率適用地区内の建築物の高さの限度）

５７条の５（高層住居誘導地区）

５８条（高度地区内の建築物の高さの制限）

５９条１項、２項（高度利用地区内における建築物の容積率、建ぺい率等の制限）

５９条の２第１項（敷地内における広い空間を有する建築物の容積率制限等の特例）

６０条１項、２項（特定街区内における建築物の容積率等の制限）

６０条の２第１項から３項まで及び６項（都市再生特別地区内の建築物の容積率の制限）

６１条（防火地区内における建築物の制限）

６２条（準防火地域内における建築物の制限）

６７条の２第１項、３項から７項まで（特定防災街区整備地区）

６８条第１項から第４項まで（美観地区内における建築物の敷地、構造又は建築設備に関

する制限）

６８条の２第１項、５項（地区計画等の区域内における建築物の敷地、構造又は建築設備

に関する制限）

６８条の９（都市計画区域外の区域内の建築物にかかる制限）

７５条（建築協定の効力）

７５条の２第５項（建築協定の認可等の公告のあった日以降建築協定に加わった者があっ

た場合のその建築協定の効力）

７６条の３第５項（一の土地所有者が定めた建築協定の効力）

８６条１項から４項まで（一定の複数建築物に対する制限の特例）

８６条の２第１項から３項まで（公告対象区域内における同一敷地内認定建築物以外の建

築物の制限）

８６条の８第１項、３項（既存の一の建築物について二以上の工事に分けて工事を行う場

合の制限の緩和）

・古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（古都保存法）

８条１項（歴史的風土特別保存地区内における建築物の制限）

・都市緑地法

８条１項（緑地保全地区内における行為の届出）

１４条１項（特別緑地保全地区における行為の制限）

２０条１項（地区計画等緑地保全条例）

２９条（管理協定の効力）

３５条１項から３項まで及び５項から９項まで、３６条（緑化率の制限）

３９条１項（市町村条例で定める緑化率制限）

５０条（緑地協定の効力）

５４条４項（緑地協定の設定の特則）

・生産緑地法

８条１項（生産緑地地区内における建築等の制限）

・特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法

５条１項、２項（航空機騒音障害防止地区又は航空機騒音障害防止特別地区内における建

築等の制限）

・景観法

１６条１項、２項（景観計画区域内における行為の届出）

２２条１項（景観重要建造物の現状変更の規制）
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３１条１項（景観重要樹木の現状変更の規制）

４１条（管理協定の効力）

６３条１項（景観地区内の建築計画の認定）

７２条１項（景観地区内の工作物の形態意匠等の制限）

７３条１項（景観地区内の開発行為等の制限）

７５条１項、２項（準景観地区内における行為の規制）

７６条１項（地区計画等の区域内における建築物等の形態意匠の制限

８６条（景観協定の効力）

９０条４項（一の所有者による景観協定の設定）

・土地区画整理法

７６条１項（換地処分の公告の日まで建築等の制限）

９９条１項、３項（仮換地指定に伴う従前の宅地の使用収益の制限）

１００条２項（使用収益停止処分に伴う使用収益の制限）

１１７条の２第１項、２項（住宅先行建設区における住宅の建設）

・大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法

８３条（住宅街区整備事業に係る仮換地指定に伴う従前の宅地の使用収益の制限）

（住宅街区整備事業に係る使用収益停止処分に伴う使用収益の制限）

７条１項（土地区画整理促進区域内における建築行為等の制限）

２６条１項（住宅街区整備促進区域内における建築行為等の制限）

６７条１項（住宅街区整備事業の施行地区内における建築行為等の制限）

・地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律

２１条１項（拠点整備促進区域内における建築の制限）

・被災市街地復興特別措置法

７条１項（建築行為等の制限）

・新住宅市街地開発法

３１条（新住宅市街地開発事業により造成された宅地における建築義務）

３２条１項（造成宅地等に関する権利の処分の制限）

・新都市基盤整備法

３９条（新都市基盤整備事業に係る土地整理における仮換地指定に伴う従前の宅地の使用

収益の制限）

（使用収益停止処分に伴う使用収益の制限）

５０条（建築物の建築義務）

５１条１項（開発誘導地区内の土地等に関する権利の処分の制限）

・旧公共施設の整備に関連する市街地の改造に関する法律（市街地改造法）

１３条１項（防災建築街区造成事業の施行地区内における建築等の制限）

・首都圏の近郊整備地帯及び都市開発茎の整備に関する法律

２５条１項（工業団地造成事業により造成された工場敷地の処分の制限）

・近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律

３４条１項（工業団地造成事業により造成された工場敷地の処分の制限）

・流通業務市街地の整備に関する法律

５条１項（流通業務地区内における流通業務施設以外の施設の建設等の制限）

３７条１項（流通業務団地造成事業により造成された敷地における流通業務施設の建設義

務）
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３８条１項（造成敷地等の処分の制限）

・都市再開発法

７条の４第１項（市街地再開発促進区域内における建築の制限）

６６条１項（第一種市街地再開発事業の施行地区内における建築行為等の制限）

・幹線道路の沿道の整備に関する法律

１０条１項、２項（沿道整備計画の区域内における建築行為等の制限）

・集落地域整備法

６条１項、２項（集落地区計画の区域内における建築物の建築等の行為の制限）

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

３３条１項、２項（防災街区整備地区計画の区域における行為の制限）

１９７条１項（防災街区整備事業施行地区内の建築行為等の制限）

２３０条（個別利用区内の宅地の使用収益の中止）

２８３条１項（防災都市計画施設の区域内における建築の制限）

２９４条（避難経路協定の効力）

２９５条５項（避難経路協定の認可の公告のあった後避難経路協定に加わる手続等）

２９８条４項（一の所有者による避難経路協定の設定）

・地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律

１５条１項、２項（歴史的風致形成建造物の増築等の届出）

３３条１項、２項（歴史的風致維持向上地区計画の区域内の建造物の新築等の行為の届

出）

・港湾法

３７条１項４号（港湾区域内又は港湾隣接地域内における工事の制限）

４０条１項（臨港地区内の分区内における行為の制限）

・住宅地区改良法

９条１項（住宅地区改良事業に係る改良地区内における建築等の制限）

・公有地の拡大の促進に関する法律

４条１項（都市計画施設の区域内等の土地を譲渡しようとする場合の届出義務）

８条（土地の先買い等の規定に基づいて届出等を行った土地の譲渡の制限）

・農地法

３条１項（農地又は採草放牧地についての権利移転の制限）

４条１項（農地の転用の制限）

５条１項（農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限）

４９条（国が自作農を創設し又はその経営を安定させるために買収すべきことを決定した

土地の形質の変更等の制限）

７３条１項（国が売り渡した未墾地等の処分の制限）

・宅地造成等規制法

８条１項（宅地造成工事規制区域内における宅地造成工事の制限）

１２条１項（８条１項の許可に係る宅地造成に関する工事の計画の変更の許可等）

・都市公園法

２３条（協定の効力）

・自然公園法

１３条３項（国立公園又は国定公園の特別地域内における建築等の制限）
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１４条３項（国立公園又は国定公園の特別保護地域内における建築等の制限）

２４条３項（海中公園地区内における建築等の制限）

２６条１項（国立公園又は国定公園の普通地域内における建築等の制限）

３６条（風景地保護協定の効力）

６０条１項（都道府県立自然公園の特別地域等における建築等の制限

・首都圏近郊緑地保全法

１３条（管理協定の効力）

・近畿圏の保全区域の整備に関する法律

１４条（管理協定の効力）

・河川法

２６条１項（河川地域内における工作物の新築等の制限）

２７条１項（河川区域内の土地の形状変更の制限）

５５条１項（河川保全区域内における土地の形状変更等の制限）

５７条１項（河川予定地における土地の形状変更等の制限）

５８条の４第１項（河川保全立体区域における行為の制限）

５８条の６第１項（河川予定地立体区域における行為の制限）

・特定都市河川浸水被害対策法

９条（特定都市河川流域内の雨水浸透阻害行為の許可）

１６条１項（変更許可）

１８条１項（雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の許可

２５条１項（保全貯留地における行為の届出）

３１条（管理協定の効力）

・海岸法

８条１項（海岸保全区域内における土石採取等の制限）

・砂防法

４条（砂防指定地内における土地の掘さく等の制限）

・地すべり等防止法

１８条１項（地すべり防止区域内における工作物の新築等の制限）

４２条１項（ばた山崩壊防止区域内における土石採取等の制限）

・急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

７条１項（急傾斜地崩壊危険区域内における工作物等の設置等の制限）

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

９条１項、１６条１項（土砂災害特別警戒区域内における特定開発行為の制限）

・森林法

１０条の２第１項（地域森林計画の対象となっている民有林における開発行為の制限）

１０条の１１の１３（施業実施協定の効力）

３１条（保安林予定森林又は保安施設地区予定地区における土地の形質変更等の制限）

３４条１項、２項（保安林又は保安施設地区における土石の採掘等の制限）

・道路法

４７条の８（道路一体建物に関する協定の効力）

４８条の１９（利便施設協定の効力）

９１条１項（道路予定地内における土地の形質変更等の制限）
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・全国新幹線鉄道整備法

１１条１項（行為制限区域内における土地の形質の変更等の制限）

・土地収用法

２８条の３第１項（事業認定告示後の起業地における土地の形質の変更の制限）

・文化財保護法

４３条１項（重要文化財の現状変更等の制限）

４５条１項（重要文化財の付近の地域における一定の行為の制限）

４６条１項、５項（重要文化財等の譲渡の制限）

１２５条１項（史跡名勝天然記念物の現状変更等の制限及び現状回復の命令）

１２８条１項（史跡名勝天然記念物の保有のための環境保全）

１４３条１項（伝統的建造物群保存地区の決定及びその保護）

１８２条２項（地方公共団体による指定及び保存等のために必要な措置の定め）

・航空法

４９条１項（飛行場の周辺の地域における建築物等の高さの制限）

５６条の３第１項（飛行場の周辺の地域における建築物等の高さの制限）

・国土利用計画法

１４条１項（規制区域に所在する土地に関する売買等の契約の制限）

２３条１項（規制区域以外の区域における土地売買等の契約の事後届出）

２７条の４第１項、３項（注視区域及び監視区域における土地売買等の契約の制限）

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

１５条の１９第１項から３項まで（指定区域内における土地の形質の変更の制限）

・土壌汚染対策法

９条１項から３項まで（指定区域内の土地の形質の変更の制限）

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

４６条（移動等円滑化経路協定の効力）

５０条４項（一の所有者による移動等円滑化経路協定の設定）

○宅地の貸借の契約

前記のうち

都市計画法５２条の３第２項、４項、５７条２項、４項、６７条１項、３項

新住宅市街地開発法３１条

新都市基盤整備法５０条

流通業務市街地の整備に関する法律３７条１項

公有地の拡大の推進に関する法律４条１項、８条

文化財保護法４６条１項、５項

を除いたもの

○建物の貸借の契約

・新住宅市街地開発法３２条１項

・新都市基盤整備法５１条１項

・流通業務市街地の整備に関する法律３８条１項

・農地法７３条１項


